
既存補助金一覧（R6調査時に期限設定しないとした補助金）※開始年度 H30年度以降

補助金の

分類 R4 R5 R6

1
まちづくり
企画課

米子市本社機能移
転等による移住者
支援補助金

移住補助事業者が鳥取県外から本市へ
の移住に係る経費の助成

R3 事業費 0 300 0
期限設
定無し

期限設
定無し

事業継
続

本補助金は企業誘致に伴う本市への移住を促進する
ことを目的として実施している。国の「地方創生2.0」に
おいても「東京一極集中のリスクに対応した人や企業
の地方分散」が主な施策の一つとされており、今後も
地方への移住や企業移転の動きが拡大していくこと
が期待される。誘致企業は主に地元人材の雇用を行
うが、一部の専門職等においては都市部からの人材
派遣や採用が必要となる場合もあり、本補助金により
こうした人材の確保が円滑に進む効果がある。企業
支援と移住支援を連携させることにより、都市部の有
能な人材の呼び込みや企業誘致のインセンティブとし
ての機能も果たすため、補助金の交付についても一
時的な措置ではなく、長期的に取り組む必要があるこ
とから、現時点では期限を設けず、国の政策を踏まえ
ながら柔軟に運用する必要があるため。

2
環境政策
課

中海自然環境保全
推進事業補助金

みんなで守る湖沼の自然環境保全推進
事業補助金交付要綱に掲げる、中海にお
いて行う、生物多様性からの地域づくりの
推進、環境問題の普及啓発活動、利活用
を促進する活動。

H30 事業費 745 900 900
期限設
定無し

期限設
定無し

事業継
続

当該補助金の対象事業である「中海体験クルージン
グ・中海環境フェア」は、市民をはじめ多くの方が、中
海の豊かな自然を体験し、展示・体験ブース等に参加
することで、生物多様性からの地域づくりの推進、環
境問題の普及啓発活動、中海の利活用の促進に大き
く寄与している。
　また、当該イベントは鳥取県・米子市共催で実施して
おり、「鳥取県みんなで守る湖沼の自然環境保全推進
事業補助金」を間接補助として活用している。

3
環境政策
課

なかうみ環境学習
事業補助金

米子市立小学校に対し、米子水鳥公園に
おいて実施する環境学習に係る交通費
（バス借上料）を支援する。ただし、貸切
バス以外の経費（有料道路通行料、駐車
料、ガイド料等）は対象外。

R3 事業費 1,440 1,554 2,255
期限設
定無し

期限設
定無し

事業継
続

環境教育の充実及び中海の湿地環境の保全・再生と
賢明な利用の促進は、本市まちづくりビジョンにおけ
る取組項目のひとつであることからも、公益上の必要
性が高く継続を必要とする事業である。
　環境学習事業に対する助成を行うことにより、中海
の環境学習の場としての米子水鳥公園の利用推進
と、子どもたちの自然環境保全に対する意識の向上
及び郷土愛の醸成を図るうえで、非常に効果的であ
る。

4
障がい者
支援課

米子市在宅重度障
がい児者等支援体
制強化事業補助金

(1)医療的ケアを要する障がい児者又は
強度行動障がい児者に対して訪問系サー
ビスの提供　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
(2)サービス提供事業所と提供先となる利
用者宅の往復路程が20km以上となる医
療的ケアを要する障がい児者又は強度行
動障がい児者に対する訪問系サービスの
提供                                          (3)利
用者宅と目的地である病院又は官公署等
の往復路程が20km以上となる医療的ケ
アを要する障がい児者又は強度行動障
がい児者に対する外出等支援の提供

R5 事業費 - 2,737 2,348
期限設
定無し

期限設
定無し

事業継
続

医療的ケアを要する障がい児者や強度行動障がい児
者を支援する事業所に対して補助を行うことで、利用
者の受け入れが可能となるだけでなく、支援の充実に
つながり、重度の障がいがあっても地域で生活してい
く基盤を整えることができるため、現状のまま継続。　　　　　

5
障がい者
支援課

医療的ケアを要す
る重度障がい者の
地域生活推進事業
補助金

グループホームにおいて、次の⑴又は⑵
に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ⑴
又は⑵に定める数以上の看護職員（保健
師、看護師又は准看護師をいう。）を、24
時間、常時配置して行う共同生活援助
⑴　当該グループホームの利用者（支援
対象者（当該グループホームを利用する
医療的ケアを要する重度障がい者をい
う。）でない利用者を含む。⑵において同
じ。）の数が10人以下の場合　１人
⑵　当該グループホームの利用者の数が
11人以上の場合　当該利用者の数を10で
除して得た数（その数に少数点以下の端
数があるときは、これを切り上げる。）

R5 運営費 - 1,175 9,398
期限設
定無し

期限設
定無し

事業継
続

事業所が常時医療的なケアを必要とする重度障がい
者を受け入れる場合、事業所設置基準の看護職員数
では不十分であり、事業所の負担が増えるが、補助を
行うことで人員配置が整い、利用者の受け入れが可
能となる。利用者への支援の充実及び利用者の家族
の負担軽減に寄与しており、常時医療的なケアが必
要であっても継続して地域で生活していく基盤を整え
ることができるため、終期の設定をしない。

6
障がい者
支援課

米子市医療的ケア
児等送迎支援事業
補助金

医療的ケア児等を医療機関等へ送迎する
ための福祉タクシーの提供及び移動中の
医療的ケアのためにタクシーに同乗する
看護師派遣の提供

R6 運営費 - - 0
期限設
定無し

期限設
定無し

事業継
続

医療的ケア児等の移動の際は、医療機器などの荷物
が多く、大型のタクシー等が必要で移動時の保護者
等の負担が課題となっている。受診等の頻度も多く、
保護者等の経済的負担が課題となっているが、補助
を行うことで負担を軽減できるため終期の設定をしな
い。

7
障がい者
支援課

米子市強度行動障
がい者サービス体
験利用等促進事業

⑴　日中支援体験事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
強度行動障がい児者に対する日中体験
サービスの提供
⑵　宿泊支援体験事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
強度行動障がい児者に対する宿泊体験
サービスの提供

R6 事業費 - - 74
期限設
定無し

期限設
定無し

事業継
続

強度行動障がい児者の障害福祉サービスの新規利
用に際し、障害福祉サービス報酬を算定できない中で
支援を実施する事業者に対しその経費を支援するこ
とで、実際のサービス利用開始までに長時間をかけて
環境への適応を行うための環境を整えることにより、
円滑な地域生活を送るための支援体制の整備に繋が
るため、終期の設定をしない。

8
障がい者
支援課

米子市強度行動障
がい児者支援ワー
キンググループ運
営事業

障害福祉サービス等の利用ができていな
い強度行動障がい児者やその家族等へ
の支援のために関係機関で支援ワーキン
ググループを運営する。

R6 事業費 - - 0
期限設
定無し

期限設
定無し

事業継
続

重度の強度行動障がい児者の場合、サービス支給決
定があっても利用に繋がっていないケースが多く、
ワーキンググループを運営することで、本人だけでなく
介護負担の多い家族の支援にも繋がるため、終期を
設定しない。

9
障がい者
支援課

米子市障がい者団
体バス借上支援事
業補助金

障がい者、障がい児及びその保護者が団
体で研修会等に参加する場合に、当該研
修会等に参加するために利用するバスの
借上げに要する経費の一部を予算の範
囲内で補助する

R6 事業費 - - 400
期限設
定無し

期限設
定無し

事業継
続

申請件数や必要な予算についての検証を行いなが
ら、障がい者及び障がい児の社会参加及び福祉の向
上に関わるバスの借上げに要する経費の一部補助を
継続するため。

10
障がい者
支援課

米子市障がい福祉
サービス利用コー
ディネート機能強化
事業補助金

相談支援事業所等の新規開設、相談支
援専門員の追加配置（既設の相談支援事
業所等に、相談支援専門員を追加的に配
置）があった事業所に対して人件費を補
助。

R4 運営費 1,000 2,000 0
期限設
定無し

期限設
定無し

事業継
続

計画相談支援の体制が整うまでの間、新たに計画相
談支援事業所を立ち上げた法人及び既存の事業所
の相談支援専門員を増員した法人への人件費の助
成を継続するため。

11
障がい者
支援課

聴覚障がい者地域
交流拠点確保事業
補助金

市内に設置する「地域交流拠点施設」に
おいて行う、ろう者、ろう児及びその保護
者の交流の場を確保する事業、サロン・カ
フェ等の開催により地域住民との交流を
通じて障がいに対する理解を促進する事
業、及び高齢のろう者の介護予防及び生
きがいづくり、ろう児の子育て支援等の地
域課題を解決するための事業

R2 事業費 500 500 500
期限設
定無し

期限設
定無し

事業継
続

障がい者等やその家族、地域住民等が自発的に行う
活動に対する支援事業である自発的活動支援事業
は、障害者総合支援法に基づく必須事業であり終期
を設けない。

直近3年の補助金実績（千円）

総
合
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部
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R7番
号

所管課 補助金の名称 事業内容
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年度

終期
（年度）

見直し期限
（年度）

R8年度事
業継続予

定
終期・見直し期限を設定しない理由
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活
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健
部
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既存補助金一覧（R6調査時に期限設定しないとした補助金）※開始年度 H30年度以降

補助金の

分類 R4 R5 R6

直近3年の補助金実績（千円）
部局名

R7番
号

所管課 補助金の名称 事業内容
開始
年度

終期
（年度）

見直し期限
（年度）

R8年度事
業継続予

定
終期・見直し期限を設定しない理由

12
健康対策
課

米子市小児・ＡＹＡ
世代のがん患者等
の妊孕(よう)性
温存療法研究促進
事業助成金

(1)妊孕性温存療法により凍結した胚（受
精卵）を用いた生殖補助医療
(2)妊孕性温存療法により凍結した未受精
卵子を用いた生殖補助医療
(3)妊孕性温存療法により凍結した卵巣組
織の再移植後の生殖補助医療
(4)妊孕性温存療法により凍結した精子を
用いた生殖補助医療

R5 事業費 - 0 0
期限設
定無し

期限設
定無し

事業継
続

小児・AYA世代のがん患者が安心して治療を行えるよ
う、妊孕性温存療法実施後の生殖補助医療に係る経
済的負担を軽減するために必要不可欠である。

13
健康対策
課

米子市予防接種費
用助成金

予防接種法第５条第１項の規定により市
長が行う予防接種のうち法第２条第２項
に規定するＡ類疾病に係るものであって、
委託医療機関以外の医療機関（市長から
あらかじめ当該予防接種の対象者に対す
る当該予防接種の実施の依頼を受けたも
のに限る。）において行われたもの

R2 事業費 1,928 1,518 3,365
期限設
定無し

期限設
定無し

事業継
続

市民の疾病の予防及び健康の保持に寄与するため
必要不可欠であるため。

14
健康対策
課

米子市造血幹細胞
移植後等のワクチ
ン再接種費用助成
金

接種対象者に対して行われる、次の(1)か
ら(3)までに掲げる要件を満たす予防接種
の再接種に要する費用。
(1)予防接種法第２条第２項に規定する疾
病（市長が指定するものに限る。）に係る
予防接種であること。
(2)予防接種実施規則の規定によるワクチ
ンを使用すること。
(3)造血幹細胞移植等の実施前に法、予
防接種法施行規則及び予防接種実施規
則の規定に基づき実施された定期予防接
種で得られたワクチンの免疫が当該治療
によって低下し、又は消失したため、再接
種が必要であると医師が認める予防接種
であること。

R5 事業費 - 0 0
期限設
定無し

期限設
定無し

事業継
続

市民の疾病の予防及び健康の保持に寄与するため
必要不可欠であるため。

15
こども政策
課

米子市子どもの居
場所づくり事業補助
金

県実施要領に定めるところにより市内で
実施する子どもの居場所づくりの取組の
立ち上げ支援

R2 事業費 2,000 8,000 2,000 － R8
事業継

続
-

16
こども相談
課

産後健康診査費用
助成金

市が発行した産後健康診査受診票による
委託医療機関又は委託助産所での受診
に代えての、委託外医療機関又は委託外
助産所での産後健康診査（原則として次
の（１）から（５）までに掲げる項目を全て実
施するものに限る。）の受診。
（１）問診（生活環境、授乳状況、育児不
安、精神疾患の既往歴、服薬歴等）
（２）診察（子宮復古状況、悪露、乳房の状
態等）
（３）体重・血圧測定
（４）尿検査（蛋白・糖）
（５）エジンバラ産後うつ病に関する質問
（EPDS）

R1 事業費 533 533 429
期限設
定無し

期限設
定無し

事業継
続

受診者が、出産のために、米子市に住民票を置いた
まま長期に里帰りをするなどの理由で、米子市の委託
以外の医療機関、または県外助産所で妊婦一般健康
診査を受けた場合、市が発行した妊婦一般健康診査
受診票を使うことができない。受診者の公平性を担保
し、妊婦と胎児の健康の保持及び増進を図るために
補助事業が必要である。

17
こども相談
課

安心マタニティサ
ポート助成金

（出産・育児支度金）
出産及び育児の準備に必要な物品の購
入に係る経費。ただし、３６，０００円を限
度とする。
（生活支援金）
妊娠中及び出産後の日常生活に必要な
経費。ただし、連続８か月、一律月額７０，
０００円とする。

R2 事業費 386 210 429 R11 R9
事業継

続
-

18
こども相談
課

出産・子育て応援給
付金

・妊娠届出時に面談の実施及び5万円の
給付
・妊娠8ヶ月の方へのアンケートの送付及
び希望者への面談
・出生届出後、赤ちゃん訪問時等に面談
の実施及び5万円の給付

R4 事業費 97,150 67,950 104,725 R7 － 廃止 -

19
こども施設
課

米子市放課後児童
支援員等処遇改善
（月額９，０００円相
当賃金改善）事業
費補助金

職員に対して３％程度（月額9,000 円）の
賃金改善を行う放課後児童クラブに対し
て、当該賃金改善を行うために必要な費
用を補助する。

R3 事業費 10,474 11,991 12,240
期限設
定無し

期限設
定無し

事業継
続

放課後児童クラブの需要は今後も高く、本市の放課
後児童クラブ利用者の半数以上を占める民間放課後
児童クラブへの補助は必要不可欠であり、人材の確
保及び職員の質の向上につながることが期待できる
本補助金は今後も必要。
放課後児童クラブについては、利用児童がいない場
合でも、開級時間として設定している場合は、2人以上
の職員を配置して開級する必要があるため、民間放
課後児童クラブにおいては人件費の確保が大きな負
担となっている。
財源である子ども・子育て支援交付金交付要綱及び
国の実施要綱において、補助内容が基準額以下の場
合は交付対象とならないため、減額の見直しは市単
独での補助となり、一般財源の支出が拡大する可能
性がある。

20
こども支援
課

米子市養育費に関
する公正証書等作
成費用補助金

養育費に関する公正証書等の作成 R5 事業費 - 318 309
期限設
定無し

期限設
定無し

事業継
続

ひとり親世帯の養育費の取り決めに係る公正証書の
作成費用等を補助することで、養育費の取り決め内
容の債務名義化を促進し、養育費の継続した履行確
保を図ることを目的とした補助金であり、公益上必要
である。

21
こども支援
課

米子市第３子以降
副食費助成事業補
助金

国が定める基準の低所得世帯・多子世帯
については第３子以降の副食費が助成さ
れるが、年齢による制限があるため、国
基準に該当しない第３子以降について副
食費を助成する。

R1 事業費 15,028 16,208 15,976
期限設
定無し

期限設
定無し

事業継
続

２号認定の第３子以降の児童に係る副食費を減免す
る保育園等に対して減免相当額を助成することによ
り、多子世帯の経済的負担の軽減を図ることを目的と
した補助金であり、公益上必要である。また令和７年
度からは私立幼稚園等就園奨励費補助金を廃止する
代わりに１号認定の第３子以降の児童に係る副食費
も対象とすることなり必要度が増している。

22
こども支援
課

保育所等ICT化推
進事業補助金

保育に関する計画・記録機能、園児の登
降園の管理、保護者との連絡に関する機
能についてのICT化推進のための保育シ
ステムの導入に必要な費用の一部を助成
する。

R1 事業費 0 710 1,650
期限設
定無し

期限設
定無し

事業継
続

保育所等におけるＩＣＴ化の推進に必要な経費を助成
することで、業務の効率化及び保育環境の改善を図
り、保育士が働きやすい環境の整備及び子どもを安
心して育てることができる体制整備を行うことを目的と
した補助金であり、公益上必要である。
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既存補助金一覧（R6調査時に期限設定しないとした補助金）※開始年度 H30年度以降

補助金の

分類 R4 R5 R6

直近3年の補助金実績（千円）
部局名

R7番
号

所管課 補助金の名称 事業内容
開始
年度

終期
（年度）

見直し期限
（年度）

R8年度事
業継続予

定
終期・見直し期限を設定しない理由

23
学校教育
課

米子市フリースクー
ル利用等補助金

本市に住所を有しフリースクールに通う児
童
生徒保護者に対する補助
利用料　　　　　　 月額　１３，２００円
交通費・実習費　月額　中学生 ６，０００円　　　
小学生３，０００円　
米子市教育支援センターぷらっとホーム
に通
う児童生徒保護者に対する補助
交通費・実習費　月額　 中学生６，０００円
小学生３，０００円

R3 事業費 151 0 626
期限設
定無し

期限設
定無し

事業継
続

小中学校における不登校については、様々な施策を
講じているところではあるが、増加傾向が続いてい
る。このような状況下で、不登校児童生徒に対し、義
務教育段階における普通教育相当の教育機会の確
保を図ることが重要であると考えている。
　また、国（文部科学省）においては、不登校児童生
徒について、必ずしも登校することのみを目標とせ
ず、場合によってはフリースクールを含む民間施設等
と積極的に連携しながら支援を行う方針を示してお
り、鳥取県も市町村に対し、一定の要件を満たすフ
リースクールの利用については学校の「出席扱い」に
することができる旨のガイドラインを示すとともに、そ
の利用料について補助を行っているところである（本
補助金に対し県から1/2補助）。
　これらの状況を踏まえ、不登校に関する施策の一環
として、今後も引き続き補助を行っていくことが必要で
ある。

24 商工課
米子日吉津商工会
運営費補助金

米子日吉津商工会が実施する、経営改善
普及事業、地域総合振興事業、商工会の
運営及び管理に係る経費の一部を補助
する。

H30 運営費 2,172 2,172 2,172
期限設
定無し

R7
事業継

続
-

25 商工課
商工振興まちづくり
連携補助金

補助対象者が申請年度に実施する補助
事業に係る人件費及び事務費の一部を
補助する。

R1 事業費 6,122 6,122 6,122
期限設
定無し

R7
事業継

続
-

26 観光課
米子映画事変開催
支援補助金

米子映画事変内の企画イベント「３分映画
宴」（プレ上映会、アフター上映会を含
む。）の開催

R1 事業費 1,800 1,800 1,800
期限設
定無し

期限設
定無し

事業継
続

米子映画事変は、ポップカルチャー（アニメ、映画）等
をテーマとした米子市唯一の恒例イベントであり、行
政や既存観光事業者がリーチできないターゲット層に
対して誘客・認知獲得できる稀有なイベントである。
　特に、補助対象としている企画イベント「３分映画宴」
は、毎年全国の映像作家から応募があり、本市の認
知度の向上や県外からの誘客促進につながっている
ほか、市内のクリエーター等の人材発掘及び育成にも
寄与しているため、継続的に支援することが本市の観
光振興・関係人口拡大につながると考えるため。

27
文化振興
課

文化財保存・保護
事業補助金：青木
神社

有害植物や枯れ木などの整理除去及び
清掃

H30 事業費 24 24 24
期限設
定無し

期限設
定無し

事業継
続

本事業は、市指定天然記念物「青木神社社叢」の保
護管理に要する経費に対して補助を行うものである。
　天然記念物である社叢の保護管理は、有害植物の
除去や樹木の維持等、自然環境の変化に応じて継続
的に実施する必要がある。また、スダジイ等の大木で
構成される社叢は、一度損なわれると復元が困難な
貴重な自然遺産であり、適切な保存管理により将来
世代へ継承していく必要がある。
　このように天然記念物の保護は長期間にわたる継
続的な取組みを要する性質のものであり、一定期間
で完了する事業ではないため、終期を設定しない。

28
文化振興
課

文化財保存・保護
事業補助金：粟島
神社

有害植物や枯れ木などの整理除去及び
清掃

R3 事業費 24 24 24
期限設
定無し

期限設
定無し

事業継
続

本事業は、市の文化財名勝に指定されている「粟島
神社」の保護管理に要する経費に対して補助を行うも
のである。名勝の保護管理は、有害植物の除去や樹
木の維持等、継続的かつ恒常的な維持を必要とする
事業である。また、文化財保護法に基づく名勝の適切
な保存管理は、地域の貴重な文化遺産を将来にわ
たって継承するために必要である。
　このように、本補助事業は一定期間で完了する性質
のものではなく、名勝の価値を維持するために長期間
にわたる継続的な支援が必要であるため、終期を設
定しない。

29
文化振興
課

文化財保存・保護
事業補助金（名勝
心光寺庭園管理事
業）

春秋２回の整枝剪定、消毒等を実施す
る。

R3 事業費 25 25 25
期限設
定無し

期限設
定無し

事業継
続

本事業は、県指定文化財名勝である心光寺庭園の庭
園の保護管理に必要な経費に対して補助を行うもの
で、江戸時代に形成された歴史的景観を保持すること
を目的としている。
　樹木は日々成長するため、定期的な剪定等を怠ると
庭園の本来の景観が損なわれ、名勝としての価値が
失われる恐れがある。また、一度失われた歴史的景
観の復元は極めて困難であり、適切な維持管理の継
続が不可欠である。
　このように、本補助事業は一定期間で完了する性質
のものではなく、名勝の価値を維持するために長期間
にわたる継続的な支援が必要であるため、終期を設
定しない。

30
文化振興
課

淀江傘伝承活性化
事業補助金（淀江
傘後継者育成事
業）

市指定された淀江傘の製造技術を文化
財として保存し、技術を永く伝承していくた
めに、後継者育成を図り、技術の習得に
専念できるように、研修者の生計を維持
するための経費に対して補助金を交付す
る。

H30 事業費 0 0 0
期限設
定無し

期限設
定無し

休止

本事業は、市指定無形文化財「淀江傘製造技術」の
保存伝承に必要な後継者育成及び技術継承者の独
立支援に要する経費に対して補助を行うものである。
　淀江傘製造技術は「淀江傘伝承の会」によって保存
伝承されてきたが、近年の会員の高齢化や後継者不
足により、文化財としての存続が危ぶまれる状況にあ
る。無形文化財は技術を体得した人材がいなければ
継承できない性質を有しており、一度途絶えると復活
が極めて困難である。
　また、淀江傘製造を生業として確立するための基盤
は十分に整っておらず、技術継承者が自立して活動
を継続するためには長期間にわたる支援が必要であ
ることから、現時点において終期を設定しない。（令和
８年度当初予算では予算化しないため、一旦休止）

31
文化振興
課

無形民俗文化財保
存事業補助金（弓
浜半島及び近隣地
域のトンド）

毎年正月の歳徳神のトンド行事を円滑に
するため、トンド用具等の保存及び修繕を
実施する。

R3 事業費 286 207 234
期限設
定無し

期限設
定無し

事業継
続

本事業は、県指定無形民俗文化財「弓浜半島及び近
隣地域のトンド」の保存伝承に必要な用具等の保存
修理に要する経費に対して補助を行うものである。
　無形民俗文化財の保存伝承においては、祭礼に使
用する神輿や屋台等の用具が不可欠であり、これら
の用具は経年劣化により定期的な修理が必要とな
る。しかし、修理には高額な費用を要し、各地区の負
担能力を超える場合が多く、補助がなければ用具の
維持が困難となり、ひいては文化財そのものの継承
が困難になる恐れがある。
　無形民俗文化財は一度途絶えると復活が極めて困
難な文化遺産であり、その保存伝承には長期間にわ
たる継続的な支援が不可欠であることから、終期を設
定しない。
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既存補助金一覧（R6調査時に期限設定しないとした補助金）※開始年度 H30年度以降

補助金の

分類 R4 R5 R6

直近3年の補助金実績（千円）
部局名

R7番
号

所管課 補助金の名称 事業内容
開始
年度

終期
（年度）

見直し期限
（年度）

R8年度事
業継続予

定
終期・見直し期限を設定しない理由

32
文化振興
課

文化財保存・保護
事業費補助金
（研修修了生自立
支援）

淀江傘後継者育成後の自立に伴う運営
等に係る経費に対する補助。（和傘製作
用具の購入費やイベント出展料など）

R4 運営費 560 96 200
期限設
定無し

期限設
定無し

休止

本事業は、市指定無形文化財「淀江傘製造技術」の
保存伝承に必要な後継者育成及び技術継承者の独
立支援に要する経費に対して補助を行うものである。
　淀江傘製造技術は「淀江傘伝承の会」によって保存
伝承されてきたが、近年の会員の高齢化や後継者不
足により存続が危ぶまれている。無形文化財は技術
保持者による人的な継承に依存しており、一度途絶え
ると復活が極めて困難である。
　現段階では淀江傘製造を持続的な生業として確立
するための基盤が十分に整っておらず、技術継承者
が自立して活動を継続するためには長期間にわたる
支援が必要である。無形文化財の性質上、短期間で
完了する事業ではないため、終期を設定しない。（令
和８年度当初予算では予算化しないため、一旦休止）

33 農林課
とっとり芝生産振興
事業

規模拡大のための機械・施設整備費助成
新品種普及の加速化、新技術の導入の
取組に係る費用助成

R1 事業費 981 456 374
期限設
定無し

期限設
定無し

事業継
続

耕作放棄地の対策や園庭、校庭の芝生化にも寄与し
ており、今後市の特産品としても見込めるため、終期
の見直しは行わない。

34 農林課
米子地区農業士会
補助金

米子地区農業士が行う事業 R1 事業費 20 20 25
期限設
定無し

期限設
定無し

事業継
続

地域の農業者の指導及び援助に熱意を有し、新規就
農者のサポートとして重要な役割を担っている。毎年
新たに参入する就農者が定着していくためにも必要と
なるため、終期の設定は行わない。

35 農林課
スマート農業推進事
業費補助金

・ICT（情報通信技術）やロボット技術を活
用した農業分野、畜産分野及び耕畜連携
に関する機械及び設備を導入する初期費
用を補助する。
・機械及び設備の整備に要する経費を補
助する。

R4 事業費 8,975 4,124 2,243
期限設
定無し

期限設
定無し

事業継
続

農業の現場では、依然として人に頼る作業や熟練者
でなければできない作業が多く、省力化、人手の確
保、作業負担の軽減が重要な課題となっている。
スマート農機の導入を支援することで、農作業におけ
る省力・軽労化を進めることができる。また、新規就農
者の確保や栽培技術の継承等につなげるためにも、
事業継続が必要である。

36 農林課
米子市間伐材搬出
支援事業補助金

米子市内の森林にて間伐作業を行う事業
者の一部経費を支援することにより、森林
所有者の実費負担分を軽減し、費用負担
の面から滞っている市内森林の間伐を促
進する。

R5 事業費 - 0 803
期限設
定無し

期限設
定無し

事業継
続

森林事業者が森林を間伐する際、県から一部補助金
がでるものの、木材価格の低迷等事業自身の採算性
の悪化から自己負担が大きく生じる状況となってい
る。放置森林解消のために森林事業者が森林整備を
行おうとするも、森林の地権者が負担を忌避し、結果
放置が続くことにもつながっている。このため、木材の
搬出量に応じ市からも補助を行うことで、森林整備自
体の地権者負担を軽減し、未整備森林の長期放置リ
スクを下げる。
　加えて、搬出補助は他市町村も設けているため米子
市での森林整備コストが現状高い状況となっている。
前述のような地権者でなくとも、複数自治体にまたが
り森林を所有している地権者間では、米子市での森
林整備を後回しにする結果をもたらす。
　ただし、森林整備計画の「森林経営計画」及び「森林
経営管理制度」等で市内森林の一通りの整備が完了
した際には見直しを検討する。

37 農林課
米川非灌漑期通水
維持管理事業補助
金

非灌漑（かんがい）期である10月～翌年3
月までの間に米川を通水したことで発生
する、米川美保除塵機に蓄積されたゴミ
の処理に係る経費を補助する。

R1 事業費 510 520 537
期限設
定無し

期限設
定無し

事業継
続

農業用水である米川の非灌漑期における通水を行っ
ている米川土地改良区に対して、当該期間に発生す
るゴミの処理等に係る経費を助成することにより、非
灌漑期における米川の通水を維持することで川底に
溜まるゴミなどによる悪臭の発生を防止し、また害虫
等の発生も抑制するなど地域の景観の保持と環境の
美化に貢献している。また、米川は流域住民の防災
意識の高まりから地域の防火用水としての役割も期
待されており、市民の生活に欠かせない市街地を流
れる川としての機能を非灌漑期も維持することは、市
民の生活環境の保全に寄与することになるので今後
も継続する。

38
建築相談
課

がけ地近接等危険
住宅移転事業補助
金

・危険住宅の撤去費および移転等に要す
る費用
・危険住宅に代わる住宅の建設、購入（こ
れに必要な土地の購入も含みます。）また
は改修のため、金融機関等から融資を受
けた場合の借入金の利子相当額（利率は
8.5パーセントが限度）

H30 事業費 0 0 0
期限設
定無し

期限設
定無し

休止

市内の土砂災害警戒区域等には危険住宅（区域内に
建つ既存不適格の住宅）が数多く存在しており、住民
の安全を脅かしていることから、毎年数件程度、本事
業の実施についての相談がある。また、今後土砂災
害警戒区域等が追加された場合、危険住宅が増える
ことが懸念される。
　本事業はこれらの危険住宅に対して補助金を交付
することで、住宅の移転を促進し、住民の安全を確保
することができる数少ない制度である。しかし本事業
は、所有者自らが危険住宅の除却・移転の補助申請
を行うことにより事業化となる間接補助事業であること
から、終期・見直し期限を設定することは難しく、継続
的な支援を行っていくことが重要である。(令和２年度
以降、事前協議まで完了したものがなく予算措置がな
いことから、休止)

39
住宅政策
課

米子市セーフティ
ネット住宅供給促進
事業補助金

家賃低廉化事業：民間賃貸住宅の賃料
と、同等の条件の公営住宅の家賃額の差
額を、大家に補助する。
家賃債務保証低廉化事業：入居の際保証
人を立てられない者が家賃債務保証業者
を利用する際、初回保証料の一部を保証
業者に補助する。

R3 事業費 552 1,369 1,500
期限設
定無し

期限設
定無し

事業継
続

当該事業補助金のうち家賃低廉化事業は、セーフティ
ネット専用住宅として登録された住宅ごとに１０年間の
補助期間がある。住宅の新規登録は随時行われてお
り今後も増加見込みのため、期限設定は困難と考え
る。
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